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パネルディスカッション
以下は、岡山大学において、平成30年11月18日に開催したシンポジウム「これからの自治体法務に
ついて」のパネルディスカッションの記録である。（南川和宣）
※以下の文中におけるシンポジウムの登壇者は次の通りである（発言順、敬称略、肩書は当時。なお、
会場からの質問者については文中に掲載。）。
南川＝南川和宣（岡山大学大学院法務研究科教授、コーディネーター）
北村＝北村喜宣（上智大学法科大学院教授）
宇那木＝宇那木正寛（鹿児島大学学術研究院法文教育学域法文学系教授）
平田＝平田彩子（岡山大学法学部准教授）
南川　それでは時間になりましたので、パネルディスカッションの部を開始させていただきます。
申し訳ございませんが、質問票の整理が遅れておりますので、先ずは第一報告者の北村先生に
福重先生から直接質問していただきます。
福重さと子（岡山大学法学部准教授）　岡山大学で行政法を担当しております福重と申します。今日
は、とても興味深いご講演をいただきまして、どうもありがとうございました。私の質問は、
先生がご講演の中で、機関委任事務が廃止されて、新しい枠組みは出来たので、後は中身の問題
で、ただそこが少し弱くて現在、自治体は国から下りてきた基準をそのまま使ったりという、少
し消極的な態度が見られるので、もう少し身の丈に合った基準に改めていかないといけないとい
うお考えだということでしたけれども、例えば、その身の丈に合ったような内部基準が設定され
た例や、こういうことを考慮して、こういうふうに変えたという成功例、実例などがありました
ら是非教えて頂きたいと思います。
北村　かつての機関委任事務時代には、解釈通達という形で出ていたものが、現在では単なる助言に
変わっているが、それと違ったような形で実例があるかという、こういうご質問であろうかと思
います。2014年に制定されました住宅宿泊事業法（住泊法）の例を申し上げましょう。住泊法に
ついては、南川和宣先生も、法学教室458号（2018年）に『民泊新法と自治体：法律と条例』とい
う論文をお書きになっています。同法にもとづく都道府県の事務は、法定自治事務です。それに
関して、国がガイドラインを出しています。住泊法18条は条例について規定しており、ガイドラ
インは条例で規定できる内容について述べています。実際に制定されている条例をみると、ガイ
ドラインがおそらく「できない」と考えている内容に踏み込んだ形で法的拘束力を持つ条例を制
定している例がみられます。自治体は、独自の法解釈に基いて、それを可能と考えてやっている
はずです。ただ、南川先生も法学教室論文でおっしゃられた通り、きちんと立法事実を固めた上
でやっているのかが重要です。どのような事実をどのように評価して条例を可能としたのか。そ
の根拠となる書証があるのかどうか、その内容は十分といえるかなどが検証されるべきでしょう。
それはともかく、国の見解とは異なる解釈にもとづいて条例対応をしている実例はみられるとこ
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ろです。まさにそれぞれの自治体のニーズを踏まえた対応なのかと考えています。福重先生のご
指摘を踏まえれば、かつて内部的に拘束力を持っていた通達が拘束力を失った後に自治体はそれ
をどのように扱っているのか、尊重しているのかは、法社会学的な研究テーマです。研究の必要
は大いにあるのですが、実は法社会学者は、人手不足もいいところで、行政に関する実証研究を
やる人が少ない。私自身もヒアリング等々していきたいテーマです。
南川　福重先生からは、宇那木先生にも質問があります。続けて、お願いします。
福重　とても興味深く、面白いご報告をいただきましてありがとうございます。全然知らない領域の
お話しだったので、興味深く聞かせていただきました。質問というのは、自治体の中の法務人材
のお話ということで、法務というのは法律を勉強している者からすれば、やはり興味がある分野
で、自治体でそういう仕事をしたいと考えている学生もいるかなというふうに思うんですけれど
も、そういう学生が特に身に付けておくべき事柄、大学でこういうことをやっていれば、法務の
仕事をする時に役立つという事柄がもしありましたら教えていただけたら大変有り難いと考えて
おります。
宇那木　ご質問、ありがとうございました。例えば、私のゼミでも実施しているのですが、県や市な
どの行政の現場に出向いて、その仕事ぶりを拝見する、あるいは、職員の方から直接にお話を伺
うなどして、現実の行政の現場でどのように法が適用されているのか、現実の実務と法理論との
間にどのようなギャップがあるのかなど学生たちが実務の現場について学ぶ機会を設けることが
重要であろうかと思います。
南川　ありがとうございました。ただいま、質問票のコピーが届きましたので、これからは、会場の
皆様に提出していただきました質問票に基づきまして、司会を進行させていただきます。まずは、
赤磐市の津田先生から質問です。
津田真臣（赤磐市役所総務部総務課主幹・弁護士）　本日は、ありがとうございました。平田先生に
一点、お伺いしたいことがございまして、ご報告の中で自治体間の問い合わせが行われていると
いうことでした。実務上も様々な場面で問い合わせを行っています。問い合わせの結果は、担当
課が、エクセル等で一覧表にするわけです。その一覧表について情報公開請求が行われた場合に
開示するかどうか、あるいは、訴訟の証拠資料として公開の法廷に提出するか、という問題があ
ります。この問題につき、行政現場は結構、否定的なんです。他市ではこの法律の要件について
このように法解釈しているというのを公にしてはその問い合わせ先の自治体が困るでしょう、と
いうところが多いわけです。これについて、自治体同士の意見交換が、自由にできると肯定的に
考えればいいのか。それとも、市民の知る権利を尊重する観点から、出来るだけ公開するような
方法が望ましいと考えるべきか、どちらでしょうか。
平田　ありがとうございます。非常に重要なご指摘だと思います。これは、結論から申しますと、白
黒付けがたいと思います。やはり、クローズドな面で当事者のみが意見交換をして、このような
事例の場合は、この法をどんなふうに解釈するのか、といったことを自由に議論をするには、そ
ういった安心できる場というものが必要不可欠なので、そういった点では、必要であるというふ
うに私は思います。しかし、その一方で、要はその自治体間の担当職員だけが、内々で話をして
いるということですので、本当に例えば法政策的にみて、これはベターなのかと、そういった判
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断が保証されているとは決していえない構造になっています。その点から考えると、少なくとも
弁護士といった法の専門家ですとか、あるいは、この場合ですと土壌等その環境関係の専門家か
らの意見がその会議の中に反映される、そういったことを取る必要があるのかと考えています。
要は、自治体間ネットワーク内で担当職員同士が話をし、その一定の考えが、後々に正当化され
て、それが法の具体的意味になっていくということなので、解釈の実質的内容については、いい
方向に転ぶ可能性もあるけれども、市民の観点からいうと、決して望ましいとはいえない状況に
転がっていく、そして、それが固定化してしまう可能性もあります。なので、個人的な意見とし
ては、少なくとも専門家の意見を聞けるような構造にすべきなのではないかというのが個人的な
意見です。
津田　どうもありがとうございます。個人的には、土対法の命令等の行政処分につき、処分前に意思
形成過程を明らかにするのは難しいでしょうが、事後的には、意思決定に至る過程が検証される
ようなのが望ましいとは思います。
南川　ありがとうございました。そうしましたら、続いてなのですが、先ほど、福重先生のご質問に
対して、宇那木先生から追加でご回答があるということです。宇那木先生、宜しくお願いいたし
ます。
宇那木　先程福重先生にご質問に対し、追加で回答させていただきます。私が公務員を志望する学生
に対して特に心がけておりますのは、解釈論だけではなくて、立法的視点から法律の全体像を見
る能力を身につけさせるということであります。従来の法学教育ですと、個別の法概念、あるい
は、条文の解釈学が中心でありました。しかし、自治体あるいは国家総合職では、条例や法律の
立案ができなければなりません。そうすると立案的視点からその法律を読み解くことが必要にな
ります。私は、授業やゼミの最初に学生にいうのは、「法律や条例をみるとき、目的と手段に分解
して理解しましょう。この法律、条例の目的は何ですか。目的を達成するためにどういう手段を
定めていますか」という問いかけをいたします。ゼミでは、判例報告をしてもらうのですが、そ
の判例報告の中に様々な行政関係の法律が出てきます。その時に必ず、解釈上の論点として問題
となっている条文だけではなく、問題となっている法律全体について当該法律の制定目的やその
経緯、その目的を達成する為にどのような手段、手法が法律に定められているのか。当該法律に
定められている手段よりも合理的な手段はないのかなどの問いかけを行います。こうした立法的
視点は、実際、法律や条例を立案する際に、とても重要なポイントなのです。私も役所で長年条
例の立案に携わりましたが、その経験からしても、立法的視点で実定法を捉える目を養うことは、
公務員を志望する学生にとって非常に重要であると思います。
福重　とてもためになりました。ありがとうございました。
南川　それでは、続きまして、広島県府中市の瀬川さんです。
瀬川英俊（広島県府中市まちづくり課主任主事）　本日はありがとうございます。大変、勉強になっ
ております。北村先生に質問です。私は市職員で空家対策の担当をしており、少し実務的な質問
になってしまうので申し訳ないのですが、当市では空家条例を作成しております。その内容は、
空家法の横出し条例として、長屋の空住戸を対象としております。実際に、空住戸に対して、助
言・指導の措置を行った案件があるのですが、今後、行政代執行を見据えて、措置を行っていく
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場合に、何かしらの注意点やアドバイス等あればご意見をいただければと思います。
北村　長屋やアパートのような共同住宅の住戸部分のひとつだけが常時不使用であったとしても、空
家法のもとで空家等ではないと国土交通省は解釈しています。即ち、その長屋を形成する住戸部
分全てが空かないと全体をもって空家等とみなせないというのです。しかし、それでは対応がで
きないので、今、横だしとおっしゃいましたけれども、市条例独自に規制解釈に取り込んでいる
とこういう話しでした。これに対する代執行を見据えたとなりますと、恐らく前提となる命令は、
独立条例に基く命令です。そういたしますと、独自条例に基く命令の代執行になりますから、行
政代執行法が直接適用になります。即ち、空家法14条９項は行政代執行法２条の公益要件を削除
した緩和代執行制度を規定しますが、これによることはできません。そこで、独立条例のもとで
発出された命令の不履行を放置することが著しく公益に反するという認定をする必要がありま
す。また、空家法に書いてある以上に要件を緩和したような形で代執行をお進めになると、これ
は逆転現象となりまして、比例原則に反するといわれそうです。
南川　本日の北村報告でもありましたように、空家法が定める通常の空き家について代執行するに過
ぎない場合であっても、コンクリートの基礎の部分をどうするのか、残置物件は等々、これから
考えていかないといけない問題が多々ありますけれども、長屋ということになりますと、更に問
題が複雑で、いろいろわからないことも多く、本当に代執行までたどり着けるのか、実際にとり
かかってから、大変な問題点が様々に出て来ることになると思っております。しかし、必要ある
ならば是非やるべきなのであって、そこが担当者、法務担当者の腕のみせどころで、自治体法務
の実力が問われる場面だと思います。
北村　まさに南川先生がおっしゃる通りです。三軒長屋の場合、屋根も外壁も共有状態にある区分所
有物件です。その一区画だけを切り取って、後の二人の同意をなくして壊せるのか、こういう話
しがあるわけです。たしかに民事関係はそうなのですが、一区画が外部性をもたらしているとす
れば、３名それぞれに問題の一区画の除却を命ずることは可能なのではないかと考えています。
南川　ありがとうございました。それで、瀬川さんから、北村先生に、もう一つ質問があるようなの
ですが。
瀬川　もう一点、同じく空家関係の質問になるのですが、当市では特定空家等と認定していく上での、
点数付けの判定票は作成しております。といいましても、国のガイドラインの基準に沿ったもの
です。併せて、現場の実務的には、県が判定写真の事例集を参考に示しているので、それを見て
点数付けをすることで、対策を進めています。しかし、逆にいうと、全部参考で、市独自のマニ
ュアルや基準といったものは特に定めていない状態です。何かしら、市独自の基準とか、マニュ
アルといったものを定める必要があるのか、それを公開する必要があるのか、といった点につい
て、ご意見をお伺いできればと思います。
北村　これは、実務的な論点です。仮に府中市が、この案件に対して命令をしようとなりますと、こ
れは不利益処分です。空家法は、行政手続法よりも手厚い手続的保障を規定していますので、空
家法に基いて理由を提示しないといけません。そこでは、なぜこれが特定空家等と認定されたの
かということは、きちんといわないといけなくなります。なんとなくとかそういうわけにはいき
ませんので、そこでやはりきちんとしたものに基いて判断したのだということが、法的には最初
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に出てまいります。しかし、実務的には、その前の勧告、更にその前の指導といったところで、
何とかしたい、と思うわけです。誰も命令はしたくありませんので、自主解体にもっていってい
ただくのがベストにきまっています。とするならば、国や県のガイドラインを参考にしつつ府中
市が決定した基準にもとづいた判断なのであるとして示す時の説得力はあろうかと推測いたしま
す。空家法のエンフォースメントは、市町村がしますから、命令をするに際してきちんとした理
由が提示できるというためにも持っておいた方がいいでしょうし、それ以前の時にも主として、
こういうふうに考えているんだということを一般的に示すことが必要でしょう。ただ、府中市に
は特定行政庁が設置されていないため、かりに構造がわかる建築職がいないとなると、つくった
基準の合理性に疑問が呈されかねません。この点については、県や建築士会のサポートを得て整
備するのがよいように思います。
南川　ありがとうございました。そうしましたら、続きまして、東原さんお願いします。では質問を
一つずつお願いします。
東原良樹（神戸大学大学院法学研究科博士後期課程）　神戸大学大学院法学研究科博士後期課程の東
原良樹と申します。北村先生のレジュメの８頁の空き家についてなのですが、即時執行に係る費
用につきまして、除却命令や費用の納付命令を条例に規定して、「非強制徴収公債権」ではなく、
「強制徴収公債権」と解釈するということは、難しいのでしょうか。すなわち、滞納処分の例によ
ると規定する等、自力執行力を条例で創設するということで債権の発生原因とすることはできな
いか、という論点について、まず北村先生のお考えをお伺いさせてください。
北村　これは非常に深い問題です。一般的には、国税滞納処分の例により徴収する、ということを書
けるのは国法だけではないか。地方税滞納処分の例により徴収できると書けるのも、国法だけで
はないか。条例で勝手に規定していいのか、という論点です。実は、分権改革の時には、こうい
う強制執行関係のものというのは、一切、タッチされなかったのです。ですから解釈論として、
どうあるべきなのかというのは、実は、学会でもあまり議論されていない状況にあります。一般
的には、条例でそれを規定するのが難しいといわれているのはご案内の通りです。多分、二番目
の点も結構連携します。二番目のところももう一度ご質問、ご発言いただけますでしょうか。
東原　二つ目の質問といたしまして、一つ目の質問にも付随するのですが、レジュメ８頁では「非強
制徴収公債権として確定させたうえで公法上の当事者訴訟を提起して徴収するのが適切です」と
いう記載がありますが、先ほどのご説示のとおり、「非強制徴収公債権」ということであれば、自
力執行力という法律的効力がないので、例えば、民事訴訟法の支払督促の手続等を使って、費用
回収する方が効率的ではないかと思います。実質的当事者訴訟における給付訴訟の提起といった
手段でいきますと、時間を含めたコストであるとか、議会への上程であるとか、諸々の手続きが
あって、解決までの道のりが容易ではないように思われます。非強制徴収公債権における民事訴
訟法の支払督促の手続きを、自治体政策法務における債権回収の有効なツールとして機能させる
ことはできませんでしょうか。
北村　この点については、私も悩んでいるところです。民事訴訟法382条に支払督促手続が規定されて
います。行政法では、ほとんど議論されていない論点であろうかと思います。即時執行費用です
が、非強制徴収公債権として支払督促をするとなると、問題が生じます。と申しますのは、民訴
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法382条の支払督促手続はどこにかかるかというと、簡易裁判所です。簡易裁判所で書記官の方が
ご判断になる。この点に関して、裁判所法33条１項１号という規定があります。簡裁の管轄につ
いての規定ですが、「行政事件訴訟に係る請求を除く」と書いてあるのです。要するに公債権であ
るとすれば、簡裁の管轄には入らない、と。こうなってくるのです。事実、ある関西のある市が、
生活保護の不正受給についての徴収を支払督促で出したことがあるのですが、簡易裁判所の書記
官は、「うちの管轄ではございません」として却下されました。即ち、行政事件だから地裁へ言っ
てくれということだったのです。一方、関東のある市では、まさに条例に基く即時執行について、
要した費用の支払督促を出したところ認めてくださったというようなことがありました。要する
にばらばらなのです。解釈論なのですが、公債権と分類したとたんに裁判管轄が入ってくるもの
ですから、少し面倒くさくなってきます。支払督促は、比較的使われている方法だという認識は
しているのですが、行政上の、いわゆる、公債権のエンフォースメントの関係で、どういうふう
になってくるのかという点については、いくつかの例を申し上げるくらいしか知恵がございません。
南川　はい、よろしいでしょうか。自治体の費用回収の問題や債権回収の問題というのは、自治体職
員の会員の皆様からもニーズがありますし、また実務研究会として取り上げることを避けては通
れない重要な問題だと思っておりますので、いつかまたテーマを設定して、この研究会として勉
強していきたいと考えております。ありがとうございました。それでは続きまして、福山市の坂
本さん、よろしくお願いします。
坂本正文（広島県福山市総務局総務部総務課主査（統括））　前略ですぐに入らせていただきます。北
村先生、慣性の法則の慣性というお言葉があるのですが、これに少し馴染みにくくて、どちらか
といえば慣行で業務をしている行政をイメージしたのです。その字が違うだけなのですが、要す
るに慣性と慣行の何が違うのかというと、そう大した違いはないのですが、実は行政が仕事をす
る時に慣行としてということになると、要は先例探しといえば、行政の一番のやり方なのかなと
いうふうに思っています。私のこの慣行というのは、先例探しというのは見方で、どういうふう
な捉え方をすればいいのか先生の方で、私の見方に対してのご意見があれば、少し伺いたいなと
思います。
北村　私が慣性と申しましたのは、坂本さんがおっしゃる慣行より多分もう少しズームアウトして、
組織全体の傾向という意味で用いたものです。内容とすることは方法も同じであろうかと思うの
ですが、ただ適切な政策形成の手法というのは、とにかく自分の今、目の前の決定を正当化でき
る理由探しというほどのものであろうかと思います。その辺は少し坂本さんと少しずれているの
かもしれません。
坂本　必ず先例探しはやると思うのです。自治体に対する照会とか、今度、平田先生のお話とも重な
るのですが、先例探しという意味で、他はどのようにやってますか、という、別のいい方をすれ
ば、横並びといういい方になると思うのですが、そのやり方がおかしいというところが、私の問
題視のスタートになっていたのですが。話しを少し進めさせていただくと、政策法務についても、
私もあれこれ見ていく中で、今一ピンとこないようなところが沢山あったんです。それが、何か
なと思って考えてみると、要は政策立案に対しての手法というのを持っていないのではないかな
と。やり方が確立していない。手法が確立していない。手法がないという、この辺りが一番の問
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題なのではないかという中で、慣性や慣行を破る中で、やはりその決定を出す為の技法や手法。
こういうものを確立していくというのが今後の自治体法務にとって必要なのではないかという思
いで今回、質問させていただきました。
北村　坂本さんの問題意識の言葉は自主的であることと、自立的であることということだと思います。
そういう観点から、慣性というのは、まことにパッシブです。とにかくその理由さえ見つければ、
その決定内容の正当性というのは、あまり気にしない。昔はこうやってきましたからというだけ
で、何とかその場をしのぐことができると。これほどのことであるというふうに認識で用いてお
ります。したがいまして、それがどうであるかというふうに問い詰められれば、きちんと自分の
頭で考えるようなことが大事なのは、言うを待ちません。政策手法の欠如、プアーさというのが、
それは、我が行政法学界が今後より積極的に研究を進めて克服しなければならない点です。
坂本　どうもありがとうございました。次、よろしいでしょうか。宇那木先生、先生が今後、法務人
材に求めるものということで、56ページ、57ページあたりに色んな要件をお書きになっておられ
るのですが、私もこの点については、そうかなというふうに考えております。ただ、もう少し法
律相談等に特化していくと、実は、基礎知識があるとかいうだけではなくて、わからないけれど、
ここが危ないという感性的なものですか。私、最近、聞いた話しによると、法の網という網をか
けてどこかに引っかかったら、そこを調べてから解決していこうと。調べるためには、行政マン
から結構、そういう仕事をする好きな人って結構多いので、要は先ず網にかけるという、そこの
能力が必要になってくるのではないかと。特に法律相談をやっていくと、新しい問題が出てきま
すから、その持っている網がちゃんとしているかどうかが一番の問題になるのではないかという
ことで、今、お書きになられている56、57の内容というのをひっくるめて行政法の網を持ってい
るのかどうかというふうに痛切に感じております。また、先ほど、ちょっと北村先生のお話にも
あったのですが、相談を受けている時に、実は、その結果といいますか、その政策的決定が適切
かどうか。これ、もし裁判になれば、判断過程が適切かどうか。そういう話しにもなるとは思う
のですが、そういう中でその結論を出すための手法はどうだったのですか、ということを評価で
きる能力というのも必要になってくるのかなと少し思っております。そういう意味で、書かれて
いる点については、同じなのですが、更にまとめると法の網を持つということと、色んな手法を
使えるようなそんな人が必要になってくるのかというふうに少し思っております。ついでに、任
期付職員に求めるのも、単なる法の知識ではなくて、今の法の網の確かさ、レベルの高さという
ところが一番大事なのではないかというふうに思っております。ご意見がございましたら、お願
いできますでしょうか。
宇那木　ありがとうございます。その通りだと思います。ただ、任期付職員に求められるものは、自
治体によって、かなり異なるのではないかと考えております。例えば、法務人材がほとんど整っ
ていないような小さな自治体では、まさに基礎的なベースの知識が重視されるであろうし、そう
ではなくて、福山市さんのように大きな都市であれば、それだけではなく、仰るような「網」、す
なわち、事案の中から法的論点の有無やその内容を抽出する嗅覚的能力も求められると思います。
そうした「網」をもつためには、はやり経験値の高さがものをいうのではないでしょうか。任期
付職員にしても、一般の法務職員についても、仰るように単なる法的知識が豊富であるというこ
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とでは足りず、法的論点に気づき、それを抽出する能力は大変重要であると思います。こうした
嗅覚を鋭くするためには、経験値を高めることが必要であろうと考えます。しかし、私の報告で
も申し上げましたが、そのような能力を養うには、特に都道府県の場合、在籍年数が少なくない
ような気もいたします。
坂本　どうもありがとうございました。法務能力が少ない自治体が先ず何をするかということなので
すが、今度は、平田先生の話しに繋がるのですが、ネットワークの確立というのが必要になるの
ではないかと感じているのです。ネットワークというのは、自己資質を高めるとか、組織の資質
を高めると同時に法律問題を解決するために役に立つというのがあると思うので、法務能力が少
ないところというのは、実は、任期付の人を入れることによって、その人に能力があればいいの
ですが、能力がなかった時にはその人に対抗できる組織内の力というのは多分ないはずなので、
そっちに引っ張られてしまう、ということがあると。私は先ず法務的なネットワーク、こういう
のも一つ必要かなというふうに考えております。すみません。余分なことをいいましたけれども。
宇那木　ネットワークの重要性ですね。その通りだと思います。平田先生の報告でもありましたが、
実際のネットワークの力というのは、かなり大きいです。これは、法務の分野だけではなくて、
一般的にいえることだと思います。例えば、政令市の法務部署ですと、東京都も参加する大都市
法規主管者会議というものがあります。こういったネットワークを通じて、多くの情報交換が行
われています。このようなネットワークでは、実際にメンバーが顔を合わせて行うというのは、
年に１度しかありません。しかし、実際に問題が起こると、各部署から法務部署にあがってきた
問題を法務のネットワークを使って、問題解消に役立てるということが頻繁に行われています。
私が在籍しておりました岡山市ではネットワークの重要性を認識しているものですから、政令市
になった後も中核市当時に所属していたネットワークのメンバーとして止まっております。
坂本　ありがとうございました。すみません。最後に平田先生の方に少しお伺いしたいのですが、行
政をやっていると大体、よその市、周辺の市、県内市、うちは中核市ですから、中核市に一斉に
照会文書を出しましょうという。それは常にやっているわけです。これは、先ほど、北村先生の
ところにもありました先例探しのような話しに繋がるかもしれませんが、そういう活動はかなり
やっております。ただ、これだけだとネットワークとはいえないと思います。その中で、今日は
担当者会議をネットワークの一つとしてとらえて、三つの形があるというふうに説明していただ
きましたけれども、この形とは別に行政法的に考えると、これからこういうネットワークじゃな
いといけないとか、こういう方向に直していきましょう等、評価のようなものがございますでし
ょうか。
平田　ありがとうございます。一番最後に説明を申し上げた３つのタイプですが、土対法を担当する
156の自治体全てにお邪魔したわけではないので、恐らく、少なくとも日本全国には11のグループ
があったわけで、もしかすると11のタイプがあるのかもしれません。それぞれのグループ内で、
頻繁に問い合わせを通じた結果、一定の共通の理解というものが醸成されて、それが正当化する
と。そういうふうなことになると、理論的には少なくとも11はあるのかな、というふうに思うの
ですが、その中でもインタビューのアプローチにも限りはありますので、その中では３つのタイ
プというものが抽出されたわけです。それぞれなのですが、どれが望ましいかということですけ
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れども、常識的に考えても２番目の自己保身型というのが、どうなのかなとは思います。何が望
ましいか、その望ましさの基準、私はその法政策目的がちゃんと効果的に実現できているのかと
いうことに求めますので、そういうふうな観点からすると、２番目の自己保身型というのが、一
番そこから遠いのかなというふうに評価しているところです。
坂本　３番目の型というのは、最低この程度のことをやって欲しいという誘導にもっていくためには、
最低どういうことをやっていかないといけないかという見える部分というのは、必要になってく
ると思うので、やはりうちでも初めて措置命令を出す時、どうしようか、ああしようか、やっぱ
りああだよ、といいながら誘導していくこともあるのですが、最後、言うことを聞かない時には、
どうしてもやらないといけない。そうなると、出来るだけ適切な情報がもらえるネットワーク、
正しい情報がもらえるネットワークというのが最終的には、目指さないといけないのかなと考え
たのですが。これは、今までの実感として、そういうふうに感じました。以上です。
南川　ありがとうございました。議論を聴いておりましてちょっと思い出したのは、北村先生がかつ
て自治総研の論文の中で、研究者の役割について、「裁判例に事後的に群がるのではなく、それが
出される前に何らかの枠組みを提示して住民福祉を向上させる法政策を実現・サポートすること
が自治体政策法務論の責任であろう」というふうに書かれておられるわけですけれども、なかな
かこんなふうに考えておられる行政法の研究者というのは少ないわけですが、我々、この岡山行
政法実務研が微力ながらこのような役割を将来的には担うことができればと考えている次第で
す。また、先ほどの宇那木先生の議論の中で関連付けますと、この岡山行政法実務研が自治体間
の多元的なネットワークの一形態として、水平関係でも垂直関係でもないような新しい関係の一
つとして機能して、議論の中で出て参りました正しい情報というのが共有できるような研究会に
なればというふうに考えている次第でございます。それでは続きまして次ですが、大山先生にお
願いします。
大山亮（弁護士）　弁護士の大山と申します。今日は、貴重なお話しを聞かせていただきまして、あ
りがとうございました。２点質問があるのですが、先ず、今回のお話で都道府県、それから政令
市についてお話しいただいたんですけれども、これらの大規模な自治体以外の自治体について、
弁護士を内部人材、法務人材又は外部法務人材として活用する動きについて、私自身は先生のお
言葉を借りると任期付職員として内部法務人材で、去年の３月まで勤めてまして、別の自治体で
今、先生のレジュメにある相談弁護士的な立場で非常勤で関わっておりまして、皮膚感覚的には
小規模な自治体であっても広がってきているのかなと感じるのですが、その辺り、先生の方でご
見識があればと思います。いかがでしょうか。
宇那木　ご質問、ありがとうございます。特に小さな自治体ですと、法務人材を確保するというのは
難しい状況でありますので、小規模な自治体ほど任期付職員を求めるムーブメントは大きくなっ
ていくのではないかというのが、私の実感です。例えば、最近、鹿児島県内の動きでお話をさせ
ていただくと、現在、鹿児島市１名、それから南薩摩市に１名任期付職員がいらっしゃるのです
が、つい最近、霧島市の方でも募集をしているようですし、鹿屋市でも今後、採用する予定だと
伺った記憶がございます。他方、都道府県、政令市については、先ほど、報告でも申し上げまし
たように、法学部出身者が多くて、また能力が高い方が多いので、大きなプロジェクトが始まる
といった特別の事情がない限り、任期付職員の採用が以前にも増して進むということは難しいよ
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うに思います。結論としては、任期付職員の採用意欲は、自治体の規模やニーズにより異なると
思いますが、後退することはないように思います。なお、小規模自治体である赤磐市で任期付職
員としてご活躍されている津田さんもいらしているので、何かご発言があればしていただければ
と思います。
南川　津田先生、何かございますでしょうか。
津田　赤磐市の任期付職員の津田です。確かに小規模の自治体では、法制係で法学部卒の人がいない
ような場合もありますので、任期付職員として弁護士がいる場合、相談対応であったり、指定代
理人として裁判所へ行ったり、あるいは条例の原案を作ってみたりといったようなかたちで、大
規模な政令市であるとか、都道府県で勤められている任期付職員の方と比べると幅広く何でも屋
のような感じで需要はあるのではないかと思っております。
南川　ありがとうございました。行政内弁護士を養成・輩出するロースクールの側としましては、ま
ずは行政内弁護士の採用形態や待遇の改善が必要であると感じております。そうしましたら、
大山先生、二つ目の質問をお願いします。
大山　もう一点なんですけれども、宇那木先生のレジュメでいきますと、56ページに外部法務人材に
求めるもの（弁護士）ということで、いくつか挙げられているのですが、外部法務人材として、
弁護士がより広く活動していく為に最も重要だと思われる能力は何だと思われますでしょうか。
宇那木　ご質問、ありがとうございます。56ページに関連してということでよろしいでしょうか。あ
りがとうございます。自治体側の希望としては、自治体の組織慣習とか、考え方、政策一般につ
いて、ご理解いただける方がありがたいというふうにお考えのようです。さらにいえば、自治体
の顧問になる場合には、自治体の政策全般についての基本的な事項についてご理解をされていた
ほうがよいと思います。ただ、自学で自治体のことを学ぶのは効率的ではありませんから、少額
の報酬ではありますが積極的に自治体の委員をお引き受けされるとよいのではないかと思いま
す。あるいは、自治体の職員の自主的勉強会に参加する、自治体の職員が多く所属している学会
に所属されるのもよいでしょう。顧問弁護士となれば、法的判断だけではなく、それに関連して、
政策的判断は経営的判断を求められることも少なくないからです。先ほども報告で申し上げまし
たが、自治体実務に精通しているとか、人柄だとか、そういうところがかなり、重視されていま
す。私も自治体の組織におりましたので、非常によくわかるのですが、正義感が非常に強すぎて
柔軟な考え方ができない方は、顧問弁護士や相談弁護士としてお願いすることは、難しいように
思います。また、かなり専門的能力になるのかもしれませんが、不当要求に対応できる弁護士を
求めている自治体が大変多いように思います。任期付職員でありますと、組織の中にいる人です。
その方が、市長だったら別ですけれども、そうでなければ、上司をだせということになります。
こういう場合は、やはり外部性をもった立ち位置の人材が求められます。相談弁護士、顧問弁護
士といった外部法務人材が適任ということになりましょうか。実は、私が岡山市に在籍した平成
15年、全国初となる行政対象暴力専門組織を作ったのです。今も県警の警視の方が、２年ごとに
課長でいらっしゃってます。当時もなかなか新しい組織を作るというのも大変だったわけですけ
れども、やはり不当要求に対する要望というのは、職員から非常に強いものがありました。また、
岡山市において、顧問弁護士制度の改革を行った際、各部署からの要望が高かったのが、不当要
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求対応できる弁護士さんを顧問弁護士としてお願いしたいというものでした。
大山　ありがとうございます。
南川　それでは続きまして、神戸市の古田さん、お願いします。宇那木先生へ質問です。
古田隆（神戸市保健福祉局監査指導担当部長）　今は福祉の部門にいるのですが、この春まで法務に
通算24年在籍していたことから、特に宇那木先生のご講演に非常に興味を持ちましたので質問い
たします。任期付職員としての任期が終了した後の弁護士は、行政の側から見れば行政関連の色々
な法令や実務に詳しい、弁護士さんからしても詳しい分野の１つになっていて、今から行政を訴
える側には立ちがたいということで、その自治体からの法律相談や事件の依頼を受けたいという
ことがあると思います。ただ、その際に「公務員として職務上取り扱った事件」については職務
を行えないという弁護士法第25条第４号の規定は障壁になるのではないかと思うのですが、各自
治体のアンケートでそのような意見はありませんでしたでしょうか。
宇那木　遠方からお越しいただき、まことに有り難うございます。神戸市様にはいつもお世話になっ
ておりまして、今回の共同発表者である児島優香とともに本年の７月、代執行のヒアリング調査
のために訪問させていただいたところでございます。さて、ご質問についてですが、自治体から
の回答には、ご指摘の観点からの問題提起はございませんでした。ただ、大変興味のあるご指摘
でございます。大変参考になりました。また、先ほどの報告の中で、任期付職員が任期終了後、
訴訟の相手方の代理人になったら困るという自治体の話を紹介いたしましたが、これは、感情的
なものとしてご披露したものです。なお、弁護士法25条４号の解釈につきましては、弁護士実務
のご経験がある方にお尋ねした方がよいと思いますが、ある程度、事件性、いわゆる争訟性があ
る案件に限定されるのではないかと理解しております。単に相談を受けたというだけでは、取扱
った「事件」ということにならないように思います。とはいえ、現実には、ご辞退される場合が
多いのではないでしょうか。それから、指定代理人のみによる公営住宅の明渡訴訟を行っている
自治体があることには驚いたとのご感想をいただきましたが、神戸市では、そのような対応は行
われていないのでしょうか。
古田　神戸市では、公営住宅の明渡訴訟は指定代理人では対応しておらず、弁護士にお願いしており
ます。なぜかというと、訴状の作成事務自体は難しくないかもしれませんが、自治体の方で訴訟
や強制執行を全部やるとなると、先ほどの議論でもあった不当要求、地域によってかなり事情が
違うかもしれませんが、この不当要求の対象となって非常に危険なことになる可能性があるから
です。ところで、質問の件ですけれども、神戸市の法務課も、任期付職員ではなくて非常勤嘱託
職員として弁護士に来ていただいていたのですが、法務課の職員が常に横に付いて、弁護士であ
る職員がどんな相談を受けたか全部記録することはできません。ですから、退任後に、元職員で
ある弁護士に依頼をしようとした場合に、その案件が職員として相談を受けた案件かどうかがよ
くわからず、また、職員として相談を受けた事案であった場合は依頼ができず、支障は生じまし
た。弁護士法で「公務員として職務上取り扱った事件」の受任を禁止しているのは、元々は裁判
官や検察官として関与した事件を退職後に弁護士として受任することを禁止しようとしたもので
はないかと思うのですが、弁護士である自治体職員もこの規定にいう「公務員」に該当する以上、
在籍した自治体から受任する際に支障が生じることはあるのではないかと思います。
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南川　ありがとうございました。弁護士法25条の関係で吉野先生、何か議論はございますのでしょうか。
吉野夏己（弁護士・岡山大学大学院法務研究科教授　1988.４～1995.３まで神戸市職員）　吉野です。
退職後弁護士として受任した事件と、弁護士法25条４号の「公務員として職務上取扱った事件」
は同一であることが基本ですから、同一事件を双方の立場で処理することはあまり考えられませ
ん。この規定自体はそれ程大きな障壁にはならないと思います。しかし、一般的には、在職中に
相談・協議を受けた場合（同条１号、２号参照）、当該担当部署の関連事件を含めて受任はお断り
するべきだと思います。というのは、やはり公正性を疑われ、弁護士としての品位・信用を失墜
させることになるからです。一定の時間の経過後、任期付公務員の経験を生かして大いに活躍さ
れることを期待します。
南川　ありがとうございます。そうしましたら、もう一つ、質問があったのですが、予定の時間を超
過しておりますので、大変申し訳ございませんが、質問はここまでとさせていただきます。最後、
本日、ご報告いただいた三人の先生方に一言ずついただき、主催者代表として憲法の木下先生に
閉会の言葉をいただいて、パネルディスカッションを終了させていただきたいと思います。それ
では北村先生からお願いいたします。
北村　本日はお招きいただきまして、誠にありがとうございました。主として実務家の方々が参加な
さっている研究会であるがゆえに、必ずしも答えがなく学界が追いついていない最先端の問題が
次々と提起され、議論がされているのを目の当たりにしました。そんなに直ぐにカタが付く問題
ばかりではないと思いますが、十分に認識することができました。どうか無理のないペースでお
進め下さい。この26回を数えた研究会がますます発展することをお祈りいたしております。近い
将来に、自治体法務合同研究会のホストになっていただければ嬉しく存じます。また、皆さんの
議論に加わる機会があることを期待しております。本日は、どうもありがとうございました。
宇那木　本日は、お招きいただきまして、誠にありがとうございました。報告者の先生方とも情報交
換ができ、私にとって有意義な研究会となりました。南川先生からもご紹介いただきましたが、
私はこの研究会の設立メンバーの一人でありまして、以前から報告のお誘いをいただいておりま
した。ただ、数年前に大学の教員への転じましてからは、大学の仕事に慣れませんで、お誘いに
応じることができませんでおりました。今年は比較的、学内業務の負担が少なかったことから、
報告をさせていただく機会に恵まれました。次に機会がございましたら、代執行について科研費
を頂戴し研究しておりますので、その研究成果を、皆様にご報告し、ご指導、ご助言を賜ること
ができればと考えております。本日は、私の拙い報告に対し沢山のご質問やご意見を賜りました、
重ねて皆様に御礼を申し上げます。
平田　平田でございます。最後、繰り返しになりますけれども、とても貴重な勉強の機会を頂き、本
当にありがとうございました。最初、このお話しをいただいた時に自治体法務と、私の報告しよ
うと思っていた内容が、うまくフィットするのかなというふうに少し不安に感じていたのですが、
いざ蓋を開けてみると、実は結構、法解釈の話しですとか、あるいは最後の方に申し上げました
けれども、専門家ですとか、お二人の先生方とのご報告にもリンクすることができて、良かった
なというふうに思っています。ありがとうございました。これからもどうぞ宜しくお願いします。
南川　それでは、最後に本学の憲法の木下先生から一言ご拶をいただけますでしょうか。
岡山行政法実務研究会
－131－
木下和朗（岡山大学大学院法務研究科教授）　岡山大学大学院法務研究科で憲法を担当しております
木下でございます。本日は、これからの自治体法務ということで、北村先生におかれましては、
先端的な問題意識に基づき、実務上の示唆を数多く含む、先生のこれまでのご研究のエッセンス
をお示しくださる貴重なお話をうかがい、宇那木先生におかれましては、法科大学院では理論と
実務の架橋が課題になるわけでありますけれども、まさにそういう面を視野に入れた人材育成に
関わる、自治体法務における法曹資格者の関与の実態と課題についてのお話をうかがい、さらに
平田先生につきましては、とかく我々法学の研究者は法の実践を法解釈と狭く考えがちなのです
が、この法実践を、法適用という側面を含む法形成過程と広く捉えて、地方自治体における法形
成の実際について理論的に考察するお話をうかがい、大変勉強させていただきました。先生方に
は厚くお礼を申し上げます。これを機会に、大学、地方自治体から今日いらっしゃった公務員の
方々、さらには弁護士の先生方が共同する形での理論と実務の架橋、さらには大学の地域貢献を
目指して、こういった研究活動を進めてまいりたいと思いますので、今後ともご指導いただけれ
ば、ありがたく思います。本日はどうもありがとうございました。
南川　ありがとうございました。それでは、何とか予定していたプログラムにつき、最後まで辿り着
くことができましたので、本日のシンポジウムは、これで終了させていただきます。皆様、あり
がとうございました。
